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1．日本企業のアジア･シフトとその背景
1-1　アジア･シフトする日本企業
世紀転換後の10年余の間日本企業の海外
進出はますます勢いを増したように思われ
る。それに伴いグローバル人材の育成が急務
となっている。まず，この期間の海外進出
の特徴を探ってみよう。現地法人企業数は
2001年から11年の間に6,774社，54.3%増加し，
19,250社を数える。この期間の顕著な特徴は
非製造業企業の急増で77.5%増，10,566社を
数えるに至った。これには及ばないが，製造
業も同期間に6,522社から8,684社に33.1%増
加した。地域別に見ると，進出先としてアジ
ア，中でも中国のシェアが大幅に増えたこと
が特徴である。製造業についてみると，欧
米の日系法人企業数は2001年の2,600社から
2010年に1,825社まで約30%も減少したのに
対し，中国では同期間に1,393社から3,078社
へ，2.2倍に増加，シェアも36%を占めるに
至った。ASEAN4では中国台頭の影響を強く
受けてシェアの増加こそ見られなかったもの
の，実数では着実に増加し2010年には1,852
社を数え，そのシェアも22%台を維持してい
る。このように今世紀最初の10年，日本企業
の海外進出は著しくアジアに，とくに中国と
ASEAN4に集中していたのである（経済産業
省　2011）。
次に海外出向者の動向を外務省の「長期滞
在民間企業関係者数」で見ると，2001年の
307.195人から2012年には454.575人に48%の
増加を見ている。地域別には2001年に北米と
アジアはともに38%台を占めて，民間企業関
係者が長期滞在する地域の双璧であった。そ
れが2012年には北米は29.3%にシェアを落と
し，一方アジアは53.3%と大きくシェアを高
めている。日本企業の海外進出は今世紀初頭
の10年余の期間に，大きくアジアにシフトし
てきたのである（外務省2013）。
1-2　生産拠点から消費市場へ
この10年余の海外進出が，アジア諸国の経
済社会が劇的な転換を遂げる中で行われたこ
とに注目したい。その転換は「発展途上国」
から「新興国」アジアへの転換であり，90年
代までの「生産基地」アジアから「消費市場」
アジアへの転換ともいえる1）。こうした転換
を可能にしたのはいうまでもなく経済成長で
あり，この経済成長を社会の転換に結びつけ
たのは台頭してきた「中間層」に他ならない。
アジア新興国の中間層は2000年には2.4億人
に過ぎなかったが，2010年には14.6億人に 6
1） このようなアジアの転換について包括的な記述
は経済産業省（2012）に見られる。また，倉沢（2014）
は中間層の台頭と結びつけて論じている。
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倍強の増加を示し，2020年には23.4億人と20
年で約10倍になると推計されている（ADB　
2010，経済産業省　2010）。
このようなアジアにおける経済社会の大転
換は，もはやかつてのような豊富な低賃金労
働力に依拠した輸出指向型経済の存続を許さ
ないことはいうまでもない。今や成長しつつ
あるアジア国内市場に的を絞り，旺盛な購買
意欲を持つ中間層が新たな生活スタイルを築
こうとする上で，なくてはならないアイテム
商品を提供することが，進出企業の主要な
ターゲットとなってきたのである。非製造業
分野における日本企業のアジア進出急増はま
さにこうした中間層の拡大と欲求に商機を求
めて展開し，それが製造業にも製品の多様化，
商品開発の迅速化，そして製造コストの低減
を強く促した2）。
2.　事業活動のグローバル化とグローバル人
材に求められるもの
2-1　増加する労使紛争とその背景
アジアにおける日本企業の進出の増加はそ
の担い手となる「グローバル人材」の育成を
急務としている。しかし，アジア諸国の経済
発展によって進出企業の事業環境は急速に変
化してきており，「グローバル人材」に求め
られる能力･資質も80~90年代とは大きく異
なってきている。そうした事業環境の変化を
端的に示すものとして，近年急増してきたと
いわれる労使紛争を手がかりに，「グローバ
ル人材」の資質についてまず考察してみよ
う3）。
2） 中間層の自己表現的な消費の追求が「越境する
文化」の主要な要因の一つであることについては
前出  倉沢 （2014） を参照。
3） 山本 （2008） では，インドネシアにおける労使
紛争急増の原因をその背景にある労使関係の構造
の分析から解明しようと試みた。アジアにおける
労使紛争の増加とその要因を明らかにしようとし
たものとして香川（2010，2013）。
金属産業労働組合の大連合体である金属産
業労働組合連合体（略称JCM 4））の事務局長，
若松氏は海外進出日系企業の紛争に 3つのパ
ターンがあると指摘する。（1）従業員が労働
組合を結成するとき，産業別組合が企業従業
員を組織しようとするときに紛争が起きやす
い。日本人経営者は自らが知らないところで
結成される組合を認めようとしない。 （2）雇
用や労働条件交渉に関する紛争の場合，しば
しば生ずるのは抗議行動に出た組合リーダー
を職場離脱などを理由に解雇することであ
る。 （3）経営側の意に添わない従業員がリー
ダーとして選出されると，彼らを拒否･迫害
するケースである（若松：2010，p12-13）。若
松氏によれば，これら 3つの紛争パターンは
いずれもILOの中核的労働基準に違反する可
能性が高く，今日のグローバル･コンテキス
トでは，国際機関や国際労働組織から指弾を
受けることになるという。
海外拠点における労使紛争に日本本社が介
入しようとしないのも日系企業の重要な特徴
である。「日本企業の対応として，労使問題
は現地の経営者に全面的に委ねる場合が多
く，日本本社として日常的な対応がなされて
いない。」だが，こうした姿勢はグローバル･
コンテキストでは多国籍企業としての責任を
果たしていないと見られる。（IMF-JC:2005，
p5）。「経営戦略，企業会計，ブランド，技術
指導や中間財投資および経営者の派遣と経営
ノウハウなどからして，国際的には親企業が
責任を持って問題解決にあたることが当然。」
これは「OECD多国籍企業行動指針」や「国
連グローバル・コンタクト」に謳われている
ように，多国籍企業本社は海外現地法人はも
ちろん，サプライチェーンや取引先に対して
も，中核的労働基準の遵守を求めるべきなの
4） JCMの沿革については山本 （2014c） の注16）を
参照
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である。そして同時にこれが日本ではなかな
か理解されない，あるいは理解しても経営の
自由を縛ることとして遵守されないのであ
る。5）
これらのパターンから窺える日本人経営者
像は「自分が経験したことのない事態の展
開」に困惑し，それにどう対応するかを考え
る前に，時に強硬な手段を用いてでもそうし
た事態を「消去」しようとする。自分が引い
た土俵以外では相撲を取ろうとしないのであ
る。端的にいえば，異文化環境で業務を遂行
しているにもかかわらず，異文化を理解し，
可能な限り異文化とのコミュニケーションを
とろうとするのではなく，それを極力回避あ
るいは拒否しようとする，これが労使紛争の
増加を招く要因の一つとなっていると考えら
れる。
労使紛争が示唆する第一の点は，異文化を
理解し，積極的にコミュニケーションを取ろ
うとする姿勢，自分の土俵を離れて，相手と
の間に共通の土俵を築こうとする姿勢こそ，
海外事業を推進するためには欠かせないとい
うことである。労使紛争が示唆する第二の点
は，「グローバル化」が海外出向者個人の「グ
ローバル化」に終わっていて，日本本社･職
場のグローバル化は問題にされていないとい
うことである。海外赴任者を送り出してしま
えば，海外拠点の問題は赴任者が解決に向け
て取り組むべきで，本社は原則として関知し
ない。こうした本社の姿勢は赴任者にとって
強いプレッシャーとなるばかりでなく，本社
による情報収集･解析を遅らせ，紛争を長期
化させる要因となる。（山本　2011）
5） とりわけ新興国における多国籍企業の海外拠点
などにおける労使紛争の「グローバル化」とその
背景にある多国籍企業の行動規範の形成，そうし
た動向に対する日本の労働組合の不適応の現状に
ついては山本（2014c）を参照されたい。
2-2　問われる日本人出向者の存在理由 ―白
木調査の衝撃―
海外事業が展開される現地の経済社会環境
は急速に変化しつつある。とりわけアジア地
域における経済成長は人々の意識を変えつつ
ある，日本人が高度成長期に経験したこと
を，新興国の人々が今経験しつつある。アジ
ア新興国における労使紛争の増加も労働者の
自信と権利意識の台頭を背景としている。そ
の現地従業員側の意識の変化を，日系企業の
スタッフを対象にした白木らの研究成果から
探ることで，こんにち「グローバル人材」に
求められるものとは何かを考えてみたい。　　
これは2008-9年度に中国･ASEAN･インド
の日系企業の現地人スタッフを対象に実施さ
れたアンケート調査で，業務遂行能力，問題
解決能力，リーダーシップ，部下育成能力，
信頼構築能力，異文化リテラシーなど61項目
について，彼らの直属の上司（現地人上司な
らびに日本人上司）についてその評価を尋ね
たものである（白木　2011，2014）。調査対
象の特徴を挙げるならば，①製造業が83.2％
を占める。業種別には電子･電機機器，自動
車･同部品，機械，情報技術業が大きな割合
を占める。②規模別には300人未満が38.7%，
300-999人が27.6%，1000人以上が33.7%であ
る。③資本構成別には日本資本100%が61.7%，
合弁企業（日本側マジョリティ）が34.3%を
占める。こうした特徴はさらに地域により大
きな違いが見られる。上司の属性を見ると，
日本人上司はほぼ100％男性であるのに対し，
現地人上司では約80%にとどまる。また日本
人上司では役員以上が多く，現地人上司では
課長クラスが多い｡ 日本人上司を持つ部下と
現地人上司を持つ部下の間の性別による違い
は全体に小さく，女性が37%程度を占める。
また日本人上司を持つ部下と現地人上司を持
つ部下の間で学歴の違いを見ると，前者で
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は大学卒以上が77%を占めるのに対して，後
者では67.8%で，やや前者が高いものの，い
ずれも 3分の 2を遙かに超える（白木2014, 
pp120-125）。
さて，その結論は衝撃的ですらある。中国
ではトップマネジメントについて，日本人上
司の方が中国人上司より高く評価されたのは
「部下を適切に叱る」「戦略立案ができる」「改
善に取り組む」「方針を堅持」「規則を尊重」
「他人の悪口を言わない」「自分の信念に忠
実」「幅広い好奇心」の 8項目である。ただ
し，61項目中いずれの項目でも日本人上司の
方が中国人上司より低く評価された項目はな
く，トップマネジメントの日本人上司につい
てはその能力･資質は一定程度高く評価され
ている。ところが，部課長のミドル・マネジ
メントでは日本人上司の方が評価が高いのは
「数字分析に強い」「専門知識が豊富」のわず
か 2 項目だけで，18項目について中国人上司
の方が日本人上司より高く評価されている。
アセアンででは結果はもっと「悲惨」であ
る。トップマネジメントでは日本人上司が現
地人上司を上回る項目がなく，反対に13項目
で有意に低く評価されている。ミドル･マネ
ジメントにおいてはさらに深刻で，44項目に
おいて現地人上司より劣位に立っており，プ
ラスの項目はひとつも見られない。つまり，
アセアンでは，トップマネジメントですら日
本人上司は現地人上司を上回る項目はなく，
劣っているかせいぜい同等と評価され，ミド
ル･マネジメントでは日本人上司は現地人上
司より圧倒的に低くしか評価されていない
のである。例外はインドで，トップ･マネジ
メント，ミドル･マネジメントを問わず，多
くの項目で日本人上司の方が現地人上司よ
りも高く評価されている。（白木2014，第 6
章）インドの特異な結果は，インドにおける
日本企業の操業期間が他地域と比べてまだ短
く，日本人の経営･技術知識やノウハウ，運
用スキルが大きくインド人上司を上回ってい
るからだと説明されている。同じ論理は中国
とアセアンの結果の違いをも説明する。すな
わち，「操業年数が短い中国において，日本
人海外出向者がローカルスタッフと比べ，よ
り進んだ技術，ノウハウを持っているため，
ローカルスタッフにしてみれば学べるところ
が多く，そのために相対的に高い評価を得て
いるのではないか。反対に，進出の歴史の長
いASEANにおいて，ローカルスタッフの成
長により，評価が相対的に厳しくなってい
るのではないかと考えられる。」（韓，2014，
p155）
このことは「グローバル人材」をめぐる議
論にとって重要である。なぜなら，もはや
1980-90年代のように，日本人出向者が専門
知識や技術・ノウハウの面で，さらに改善能
力という面で現地従業員に対して圧倒的な優
位性を持ち，それゆえにそれらを日本本社で
行われているやり方で現地従業員に教え込
む，そうした一方向的な知識やスキルの移転
が，今や中国やアセアンの日系企業の多くに
おいて通用しないことを教えているからであ
る。ここに描き出された新興国高学歴スタッ
フの，豊かな業務経験を基盤として自信に満
ちあふれた，成熟した姿を前提とするなら
ば，「グローバル人材」に何よりもまず求め
られる能力･資質として異文化適応力こそ重
要である。「開放的な考えを持つ海外派遣者
は，自国のやり方が唯一の「正しい」方法と
決めつけることなく，異なる文化やローカル
スタッフの行動を客観的に評価し，柔軟に行
動するため，異文化環境に対する適応力があ
る。」（韓，2014）
以下では，「グローバル人材」とはいかな
るものか（第 3節），いかにして育成するか
（第 4節），そしてグローバル人材の育成に
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とって不可避な企業経営システムのグローバ
ル化について（第 5節）考察する。なお，以
下の議論はおもに公益財団法人中部産業･労
働政策研究会から受託した「グローバル化を
支える人づくり・職場づくり」に関する調査
（以下「産政研調査」と略記）の成果に基づ
いている6）。
3．「グローバル人材」とはなにか
「グローバル人材」をめぐる議論を個人レ
ベルの「人材育成」に収斂させては事柄の半
面しか見ないことになろう。仕事は組織の中
で遂行され，その成否はシステムのあり様に
よって大きく左右される。グローバル人材と
はつまるところ二つのシステムの間でそれぞ
れのシステム言語を翻訳し，それぞれの目標
をすりあわせ，達成手段を選択・調整してそ
れぞれが「最適」の効率を実現できるように
経営する能力･資質を持つ人をいう。
二つのシステムとは日本本社･工場の経営
システムと進出先国の経営システムを指す。
進出先国には一方に，欧米のように独自の確
固たるシステムを持つ国･地域があり，また
他方に工業化の緒に就いたばかりでシステム
といえる程のものを持たない国･地域もある。
本稿の考察対象である中国･インド・アセア
ン4といったアジアの新興国群はこれら両極
端の間にあって，すでに現地スタッフ･従業
員の技術･技能がある程度成熟しており，そ
の国の社会･経済環境の下で固有の文化を踏
まえつつ，一定の経営システムが形成されて
6） 昨年 8月にまとめた調査報告書『グローバル化
を支える人づくり･職場づくり』（中部産業･労働政
策研究会　2014）に依っている。調査は2013年11
月から14年 6月まで，完成車メーカーと同部品関
連企業を対象に海外出向経験者，同未経験者，企
業人事担当者に対するアンケート調査と13社26名
に及ぶヒヤリング調査を行った。しかし，報告書
は委託先との契約により当面部外秘となっている。
そこで本稿では，その根拠となっているアンケー
ト調査やヒヤリングの結果については言及を最小
限にとどめて記述してある。
きていると考えられる7）。このため一方的に
「教える」という関係の成立する根拠はもは
や失われている。他方，個人としても企業と
しても厳しい競争環境を勝ち抜くために日本
本社･工場のより進んだ技術･経営ノウハウの
習得に熱心である。
こうした環境の下で「グローバル人材」は，
現地スタッフ･従業員と十分なコミュニケー
ションを取りつつ，日本本社･工場のシステ
ム導入を図らねばならないが，その際大切な
ことは，日本のシステムを円滑に導入するた
めにそれを固定したものとするのではなく，
進出先の社会経済的･文化的環境に適応しつ
つ変えられるもの，可変的なものとして考え
られなければならないということである。そ
うした観点からは進出先への日本システムの
一方向的な導入ばかりをグローバル化と見る
べきではなく，導入過程におけるその変容も
あわせて見なければならない。産政研調査に
寄せられた海外出向経験者の「フリーコメン
ト」から引用する。「日本式にとらわれず，
日本式を現地にあったものに変える能力，応
用力が必要である。（中略）　現地人をリスペ
クトし関係構築することで，仲間として認め
られるし，相談にも来る。（中略）　日本を向
いて「日本のために」では現地人はついてこ
ない。現地人のために，現地の会社のために，
何をなすべきかを考える力と行動が求めら
れる」（マレーシア出向経験者：産政研調査　
2014，p242）。日本のシステムを絶対に正し
く不変のものとするのであれば，グローバル
化とは，日本的経営システムの現地法人への
押し付けに過ぎないということになろう。私
たちはもはやそうした時代に生きているので
はない。二つの，ときにはそれ以上のシステ
ムをすりあわせて最適の解を見つけようと努
7） 海外拠点の成熟度と出向者の役割の変化につい
ては堀井（2014）を参照。
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力を求められる時代の只中にある。その担い
手が「グローバル人材」なのである。
ここで中途帰国者の存在に注意を喚起した
い。海外出向予定期間を全うできず途中で帰
国する人は思いの外多いように思われる。産
政研調査では13社26名の方にインタビューし
たが，そのほとんどが赴任期間中に中途帰国
者があったと述べている。その理由は大別し
て二つある。第一に，出向先での本来の業務
に加えて，本社が要請してくる過重な業務が
ある。あるインフォーマントはこう指摘する，
「日本からは現地との言葉の問題があり，直
属担当部署とやりとりができず，出向者がす
べて集めて展開している。従って出向者は本
社の様々な部門からくる情報を現地の関連部
署に翻訳して転送し，そこからの回答をまた
本社に送り返さなければならない。」つまり
「日本本社がグローバル化していないから，
赴任者は日本と現地法人との間でその仲介者
とならざるを得ない。」（産政研調査　2014，
p152，p262）　「日本本社がグローバル化して
いない」とは言い得て妙であろう。そのため
に海外出向者にかかる負荷は一層増大し，そ
うした恒常的な業務負荷の増大が一部の赴任
者を中途帰国へと追い込むのである。日本本
社のグローバル化の遅れについては後に論ず
る。
第二は，ひと括りにいえば異文化に適応で
きない，あるいは異文化コミュニケーション
ができなくて途中で去るケースである。例え
ば，「口を開けば現地従業員を叱ってばかり
いる人」また「日本人上司の方しか向かず，
地元の人たちにとけ込もうとしない人」など
がそれである。こうした頑なな姿勢は，「現
地従業員にはどうせ仕事のことは分かるま
い，できまい」という思い込みの上に生まれ
る。しかし，海外拠点での仕事というのは「日
本人とローカルとは育ってきた環境が違うた
め，価値観が異なる部分は必ずある。ローカ
ルと円滑なコミュニケーションを取り，組織
として成果を出すためには同じ会社･同じグ
ループで働くという共通の価値基準をいかに
シェアするかがポイント」になる。そのため
には「現地従業員と同じ目線で業務を行う｡
上から目線ではダメだ。従業員とのコミュニ
ケーションを図り，相手が納得するまで話し
合う」（中国出向経験者；産政研調査　2014，
p140-p143）ことが必要になる。異文化適応
力は本人の性格･適性あるいは資質に大きく
影響されるように思われる。しかし，現地人
は仕事ができないといった根拠のない思い込
みの克服や，海外拠点の経営で重要なことは
同じチームのメンバーとして働くことといっ
た考え方は，ある程度教育によって培うこと
が可能であろう8）。
以上の検討から「グローバル人材」をめぐ
る議論の二つの論点を引き出すことができよ
う。一つは，異文化コミュニケーション･異
文化適応能力が海外拠点出向者にとって今日
きわめて重要な能力･資質だということ，今
ひとつは「グローバル人材」の議論を個人の
能力向上の問題に矮小化するのでなく，日本
企業･本社の経営システムのグローバル化と
しても検討しなければならないということで
ある。
4　いかにして「グローバル人材」を育成するか
4-1　「高い専門能力」と「幅広い管理能力」
⑴　「高い専門能力」
出向者に求められる能力として「高い専門
能力」と「幅広いマネジメント能力」がある。
新規に進出した中小企業などを除いて，多
くの企業で現地ゼネラル･マネジャー，マネ
8） 本文に挙げた二つ以外にも，数少ない出向者
の間の人間関係，とりわけ上司との関係がうまく
いかず途中で帰国するケースも少なくない（山本，　
2008）。
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ジャー層だけで業務運営が支障なくできるよ
うになって来ている。従ってここで「高い専
門能力」というのは，日常業務の統括を超え
て，「仕事の全体を理解し，どこに問題があ
るかを指摘し，改善を求める能力」（タイ出
向経験者；産政研調査2014，p135-p136） で
あり，しかもそうした能力を習得できるよう
に，現地従業員に仕事の勘所を教えることが
できる能力をいう。日本国内ではこうした能
力の育成はOJTによって行われる場合が圧倒
的に多い。しかし，海外拠点では言葉が違う
のはもちろん，仕事経験も仕事に対する姿勢
も異なる。OJTで教えるのは限界がある。一
部の現業部門の出向者は「現地現物」で教え
ることの有効性を強調するが，やはり，あら
かじめ作業手順，作業の仕方，作業の勘所な
どを標準化し，マニュアル化しておくことが
有効であろう。標準化･マニュアル化の重要
性については後に改めて取り上げることにな
ろう。
⑵　「幅広い管理能力」
国内業務経歴から見ても「高い専門能力」
の習得からはじめ，その後に「幅の広いマネ
ジメント能力」の習得へと進むのが一般的で
あろう。従って，若い役職未経験者にはその
「高い専門能力」を海外拠点で発揮するよう
に求め，「幅広い管理能力」は求めない。だが，
しばしば海外拠点では国内よりも 2ランク程
度高い職位につく場合が多く，その限りで若
い出向者も部門管理業務への参画は多かれ少
なかれ避けられない。また避ける必要はな
い。むしろ海外勤務自体が「幅広い管理能力」
習得のよい機会を提供している。しかし，海
外拠点全般のマネジメントに携わることは海
外勤務初回の若手従業員には荷が重いばかり
か，自分のミッションとの兼ね合いでもバラ
ンスを失する恐れが大きい。「幅広いマネジ
メント能力」は日本での役職経験者で，海外
勤務歴も 2回目以上という人が望ましい。国
内に比べ人間関係が複雑な海外拠点では，そ
うした配慮は海外拠点の長期的な経営という
観点からも，現地スタッフ･従業員の育成と
いう点でも不可欠であろう。さらに出向者本
人にとっても過大なストレスを抑制し，ミッ
ションに集中して成果をあげる上でも不可欠
な配慮であろう。後に「グローバル･キャリ
ア」との関連でこの問題は改めて取り上げる
ことになる。
しかし，実際問題として，若い管理経験の
乏しい従業員が管理者として赴任する場合に
はどうすればよいのか。今回ヒヤリングを通
じて「オーダーメイドの異業務研修」と呼ぶ
べきものがかなり広く行われていることを教
えられた。これは次のようなものである。内
示が出たあと，出向予定者をしかるべき部署
（「海外事業室」「グローバル人材企画室」な
ど）に移し，赴任予定者の考えに基づいて出
向先で必要になるであろう技能の習得や業務
研修のため関連職場に短期所属して指導を受
けるという仕組みである。通常は 2 - 3 ヶ月
の期間に数カ所回ることになる。出向先の海
外拠点では自分の専門を超えて幅広い業務を
所管することになる。それは己の専門に関連
のある技能であることもあり，全く関係ない
管理的な業務である場合もある。そうした事
態への対応を念頭に関連業務のイロハくらい
は学んでおこうというのがこの「オーダーメ
イドの異業務研修」である。ヒヤリングによ
るとこれは期間こそ短いものの効果は大き
く，これを利用した海外勤務経験者からは予
想以上に高い評価を得ている（産政研調査：
2014，p138）。
4-2　ミッションの明確化とその効用
海外赴任先の戦略的位置づけと国内職務経
歴との関連でミッションを明確にすること
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は，大きな効用が期待できる。（1） 課題が明
確であれば，それを達成するための方法･道
筋を描くことが出来る。次いで達成状況を
チェックし，必要な修正も出来るだろう。（2） 
ミッションの明確化は赴任期間の確定にもつ
ながる。一般に赴任期間が長期化すれば，業
務効率が低下するだけでなく，帰任後の適応
も困難になるだろう。それは本人のキャリア
形成をゆがめることにもなりかねない。出来
る限り 3年程度の赴任期間とし，事情があっ
て長くなる場合でも 5年は超えないという
ルールを全社的に制定することが，海外勤務
の「不安」払拭の上からも求められよう。ま
た，国内職務経歴と海外拠点でのミッション
との関連から出向パターンを全社的に構築す
ることも可能となろう。すなわち若い初回海
外勤務者の場合，彼らに期待されるのは己の
「高い専門能力」および問題発見･解決能力･
ノウハウを現地スタッフ･従業員に移転する
ことである。しかし， 2回目の海外勤務に赴
くときは，初回の経験を踏まえて海外拠点管
理に積極的に従事すべきである。こうしたパ
ターンの定着は海外出向者の選抜に規則性･
計画性を与え，派遣要員の供給体制によい影
響を与えることになろう。
4-3　異文化適応力の育成
1 ） 異文化適応力の重要性
今日では異文化適応抜きに海外で円滑に業
務活動することは考えられない。アジア地域
とりわけ中国やアセアン 4では，経済発展に
伴いその地域に展開する海外拠点の事業活動
が高度化・複雑化してきた。そしてそれを担
う現地人材の能力の向上もめざましい。もは
やかつてのように上から教えてやるという姿
勢では海外拠点での業務活動は進捗しない。
現地スタッフ･従業員をパートナーとして，
十分なコミュニケーションをとりながら業務
を進めることがいわばビジネス･スタイルと
なったといってよいだろう。それだけに異文
化理解･コミュニケーションの重要性が格段
に高まったといえよう。産政研アンケート調
査では赴任前研修における「異文化適応･コ
ミュニケーション」の受講率は47.8%で，英
語（54.2%）に次いで 2番目であった（産政
研調査2014，p35）。多くの異文化理解講座は
企業外で行われるものへの参加という形を
とっている。その代表的なものは完成車メー
カーがその豊富な海外勤務経験者を組織して
二泊三日で行っている異文化理解講座であ
る。その他名古屋市内で開かれた異文化理解
講習に参加した事例，あるいは東京で開かれ
た異文化理解講習に参加した事例などがあっ
た。いずれも「啓発された」「有益だった」
とする肯定的な評価がインタビューの中で語
られた。これは講習の内容が充実していたこ
と，あるいは講習参加者の赴任予定先国を話
題にした話だったこと等によるものと思われ
るが，同時に参加者の間に赴任予定先の文化
や人々の行動に高い関心があったことがこう
した肯定的な評価につながったものと考えら
れる。それだけ日本人出向者の間における異
文化理解に対する関心の高まりが窺われるの
である。
じつは今回インタビューを行った企業の多
くには，海外勤務経験者がかなりの数存在し
ている。そうした経験者の成功談･失敗談は
そのまま異文化理解に役立つのではないか。
海外勤務未経験者の「フリーコメント」にも
次のような意見がある。「一般的な話しでは
なく，その地域特有のことを経験者から伝え
てあげるなど，赴任者に情報がもらえるとあ
りがたい。」海外勤務経験者にとっても，そ
うしたいわばまとめの機会を通じて自らの経
験をより普遍的な形で捉え返すよい機会にな
りはしないかと考え，インタビューで訪ねて
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みた。一部の企業では「派遣者の体験談を
赴任前研修に組み込んで聞く機会を設けてい
る。」｢赴任前研修のカリキュラムの中で経験
を語る機会が設けられている」という事例も
ある。しかし，多くの企業では「海外の経験
談を社内で話したことは一度もない」という
のが一般的である。
そうした中で中堅企業B社では「グローバ
ル人材育成」システムの構築を進める中で
「人材教育委員会」を 3年前から設置して，
派遣者の対応能力を高めるような講座をおい
て赴任予定者に受講させている。講座数は30
以上，米国拠点からの帰任者には「アメリカ
現地での経験」，中国人社員には「日中文化
比較」などのテーマで話をしてもらうという。
講座は就業時間内で 2時間程度，参加するた
めには部門長の了承が必要となる。B社のよ
うに，研修の中で海外勤務経験者の話を聴く
ことができるように制度化している例は他に
は見られなかった（産政研調査2014，p150）。
2）外国語運用能力
調査対象企業の中でも大企業はすべて英語
能力検定の一定レベル以上の点数取得を役職
昇進の要件の一つと定めており，英語運用能
力の向上が海外拠点勤務というより企業のグ
ローバル化の不可避の条件として位置づけら
れている。これに対して中堅･中小規模の企
業では外国語運用能力の向上が思ったように
は進んでいないようである。「かつてTOEIC
の一定レベルのクリアを役職昇進の要件とし
て制度化したが，到達者がでないままいつし
か立ち消えになってしまった」という中堅企
業もある。また，地方都市に立地する部品メー
カーでは，「（英語検定試験を導入したら）お
そらくだれも海外勤務を望まないであろう」，
制度面でも海外人材登録制度や入社後の英語
研修などは行っていない」という。
このように中堅企業や中小企業では英語研
修を制度化している企業は少ない。そうした
中で例外的にある中堅企業は，製品がかさば
り輸送経費がかさむという事情からその経営
規模と比べると非常に多くの海外拠点を持っ
ているが，その関係で「海外勤務は前提であ
り，昇進･昇格と絡めて英語学習がすでに制
度化されている。」さらに外国人留学生の採
用も実施しており，大企業と比べても遜色な
い「グローバル人材」育成システムがすでに
動いている（産政研調査　2014，p142-143）。
英語が余り役に立たない拠点もとくにアジ
アには多い。そうしたところでは現地語がコ
ミュニケーションには有効である。「現地語
学習は現地スタッフ・従業員に近づくために
欠かせない」（中国勤務者）。ただ，現地語学
習は出向者のコミュニケーションをしようと
いう意欲に頼っており，派遣が決まってから
現地語学習を行う外ないのが実情である。
3）赴任前出張とトレーニー制度「復活」の
動き
⑴　赴任前出張
インフォーマントの多くがとくに赴任時の
業務遂行に有効として挙げたものに赴任前出
張がある。赴任が決まってから赴任先国の海
外拠点に1週間程度の短期で出張し，業務の
概要・拠点が抱える課題・現地スタッフとの
顔合わせ，工場・事務所の雰囲気，さらに住
宅など生活環境の視察などを行う機会として
赴任前出張のある企業は多い。赴任前出張は
業務以上に異文化理解の重要な機会として企
業の側でも積極的に取り入れているところが
多いように思われる。「フリーコメント」に
も赴任前研修より赴任前出張を求める意見は
多かった。「海外勤務する前にどのような国
に行くのか　（中略）全く情報がなかった。
（そのため）現地に行って戸惑ったり困るこ
とが多々あった。せめていく前に一度現地に
行き，どのような国なのか，どのような会社
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なのか分かった上でいった方が仕事と生活に
おいて不安も少ないと思う」（タイ出向経験
者：産政研調査2014，p278）赴任前出張と類
似の機能を持つものとして海外拠点への支
援・応援が挙げられる。事例を取り上げる。
中堅部品メーカーでは「赴任予定者に国内
や海外子会社に出張させて，海外拠点での幅
広い業務に対応できるように研修を行うよう
にしている」と述べている。大手部品企業で
東南アジア拠点の金型保全・修理を担当した
インフォーマントは，「赴任前に 3ヶ月程度
の海外出張で米国ミズーリ，天津などに 4回
いった経験があり，赴任先のタイにも 1ヶ月
程度の出張を 2回経験していた。従って海外
の仕事にはある程度慣れていた」と述べてい
る。このタイ出張の折にその金型保全・修理
の腕を見込まれて赴任となったのであった。
米国拠点で技術営業を担当したインフォーマ
ントは「海外勤務は初回であったが，その前
2年程の間，年3-4回のペースで米国に出張
があった」という。このため赴任時には現地
の生活事情や仕事のやり方がある程度飲み込
めた」と述べている。このように赴任前の現
地出張や支援は，出向時の現地への適応を円
滑に進める上できわめて有効である。
要は業務に絡めて赴任予定先を見てくるこ
とが目的で，海外勤務先の上司・同僚との面
会や工場視察などを通じてようやく現地での
業務をイメージすることが出来るようになる。
もちろん生活環境などについても情報を収集
でき，出発準備に生かすことが出来よう。「事
前視察」はこのように現地情報収集の貴重な
機会であり，受講率が特に高いのも頷ける。
⑵　トレーニー制度復活の動き
海外勤務経験を聴くことが大切なら，いっ
そ海外勤務を若いときに経験させようという
のがトレーニー制度である。かつて80年代か
ら90年にかけて完成車メーカーおよび一次協
力企業の間ではトレーニー制度が実施されて
いた。しかし，バブルの崩壊と，研修か仕事
かがはっきりしないため廃止されたという。
ところが，近年一部大企業で実質的にトレー
ニー制度を復活させようとする兆しが見られ
る。ただ，現地教育機関における赴任先言語
の学習は行っておらず，あくまで実務研修と
いう性格を帯びたものである点が従来とは異
なっている。
また，名称も「育成出向制度」などと呼ば
れている。ある部品大手企業でも「異文化理
解に最もよいのは体験することで，仕事を通
じて相手を知ることが大切。そのためトレー
ニー制度を再度復活させる動きがある」とい
う。トレーニー制度の効用は，海外で経験を
積むことによって現地従業員を差別的に見る
のではなく，働く仲間という意識を持って外
国人とつきあうことが出来るという点にも見
いだすことができる。以上のようにトレー
ニー制度はかつての「研修」目的から，「海
外拠点での実務研修」にその性格を変化させ
つつ，有効な「グローバル人材育成」の方法
として多くの企業に採用されつつあるといえ
よう。
5．本社業務システムのグローバル化
5-1　日本本社における業務の「グローバル
化」こそ課題
「グローバル人材」とは日本と海外拠点二
つのシステムの目標をすりあわせ，手段を選
択して，それぞれが最適の効率を実現できる
よう運営する能力･資質を持った人だと最初
に定義した。問題は日本システムが特有の発
展を遂げ，大きな成功を収めてきたために，
グローバル化の新たな展開にあわせて自らを
変えようとしないところにある。このため日
本からの指示･要請は出向者によって翻訳さ
れ海外拠点に一方的に伝えられ，海外拠点か
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らの要請は逆の道を辿って日本本社の意思決
定システムの中で，結論が出るまで思わぬ長
時間がかかることになる。出向者は日本から
の指示の取次者であり翻訳者であるかのよう
に現地スタッフから見られることになる。お
そらく，こうしたことが現地スタッフの間で
出向者の評価を貶めている背景の一つではな
いか。
帰任者の間に日本の職場で「仕事の進め方
になじめない」「仕事についていけない」と
いう不安を訴える声が非常に多い（産政研調
査2014，p279）。このような不安の声が大き
いということは二つのシステムの落差が大き
いということに外ならない。慣れるしかない
とは誰もが思うことだが，解決にはならない。
システムの間の落差を縮小するよう企業とし
て努力を払うべきであろう。とりわけ日本の
業務システムの一方的な押しつけをやめ，異
文化間コミュニケーションを踏まえて現地の
意向を反映したシステム作り，そして意思決
定システムの簡素化･迅速化，情報の共有化
など企業活動のグローバル化に不可欠と思わ
れることを出来る限り早急に実現すべきであ
ろう。本社業務のグローバル化が進まなけれ
ば，二つのシステムの間に身をおくグローバ
ル人材の負荷の増大となって現れ，なり手の
先細りが生ずることが避けられない。
5-2　外国人の採用・現地従業員の日本研修充実
近年増加が伝えられる外国人留学生の採用
も，企業システムのグローバル化を進める上
で有効な方法である。産政研調査では「（日
本本社で）留学生等外国人を正規従業員とし
て採用したことがある」企業はほぼ 3分の
2に及ぶ。また「最近 2年間で新規採用数
に占める外国人の割合」を見ると，「 1 %未
満」が40.6%と最も多いが，「1-3%」が25%，
｢3-5%｣ が28.1%，さらに「 5 %以上」とい
う企業も6.3%あり，外国人正規従業員採用
の動きが広まっていることが確認される（産
政研調査　2014，p116-117）。中堅･中小企業
では将来の海外勤務要員として進出先国出身
留学生を採用し，教育・訓練を施すことで，
コミュニケーションの壁を超えて拠点業務を
遂行する人材を確保しようと意図する企業が
多いように思われるが，完成車メーカーや部
品大手企業では外国人を日本人と全く同じ将
来の幹部候補者として採用，育成を図るとこ
ろが次第に増えている。外国人採用と共に日
本本社の業務システムもグローバル化の進展
に対応した見直しが進められ，海外拠点との
落差が縮小化されることが期待される。
5-3　業務の標準化・マニュアル化
日本システムの特有さを象徴する事柄とし
て「標準化･マニュアル化」の遅れが挙げら
れる。国内では専門能力の習得は通常OJTに
よって行われ，技能･ノウハウの伝承が行わ
れていく。しかし，海外では言語や思考習慣
も異なり，的確かつ効率的に仕事の勘所や
チェック･ポイント，問題発生時の対応など
を現地スタッフ・従業員に教えるのは容易で
はない。「標準化･マニュアル化」は避けられ
ないばかりか，効率向上に不可欠の方法であ
るといってよいであろう。もちろん生産職場
などでは作業標準書･手順書などはすでにマ
ニュアル化が進んでいる。問題となるのは品
質管理や改善活動の勘所･ノウハウや，さら
にスタッフ部門の仕事の要点などについてマ
ニュアル化が遅れていることである。しか
も，こうした事柄こそ教えることが容易では
ない。そこでこうした業務について日本本社
が業務システムとしてマニュアル化を心がけ
る。一般的には日本本社には改善事例など膨
大なデータがすでに蓄積されており，それら
を分類･翻訳して現地での教育･研修に使う
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ことでデータの活用が図られるばかりでな
く，出向者が現地スタッフ･従業員の教育に
あたって，余分な負荷を大幅に削減できるで
あろう。こうした業務の標準化･マニュアル
化こそ本社業務のグローバル化といえるので
はないだろうか。
5-4　「グローバル･キャリア」の育成という
考え方
1 ）出向者派遣の計画性
ヒヤリング調査の中で海外勤務期間を尋ね
ると，中堅部品メーカー出向者の14年を筆頭
に9-10年といった出向経験者が見られた。海
外勤務の長期化は出向者本人･家族の健康や
生活設計，帰任後の国内業務への適応困難な
ど，さまざまな面に深刻な悪影響をもたらす。
「 4年の間に金型技術は進歩しており，これ
に追いつくには半年から 1年かかる。」（タイ
出向経験者：産政研調査2014，p154）出向期
間の長期化が技術者にとっては命取りにな
る。できるだけ長期化しないように，グロー
バル人材派遣・育成に計画性を持たせるよう
にすべきであろう。
勤務者選抜のための事技系ホワイトカラー
層を中心とした登録制度の導入は，企業規模
が小さくなるとまだ定着していないところが
多い。登録制度を導入して毎年本人の意向を
確認することが望ましい。さらに上司との面
談による海外赴任の意思確認も一層効果的で
あり，規模の小さい企業でも積極的に導入を
図るべきである。
ところで，大企業における選抜の実情は，
当該海外拠点に関連事業部門を持つ事業部ご
とに派遣予定者の選抜を行っている企業が思
いの外多い。だから，「次は自分の順番か」
という形で海外赴任の時期を事業部内では大
まかに予想できるというのだ。このことは重
要である。なぜなら事業部単位でなら派遣の
順番と時期にある程度の計画性があるから
だ。裏返していえば，事業部の都合では出向
期間の延長などが予期せずに生ずることにも
なる。事業部と人事部が連携して，4-1で述
べたような職務経歴に基づく出向パターンに
基づいて全社的な調整が行われるならば，出
向者の選抜･出向期間の確定と計画性が一層
高いレベルで担保されることになろう。これに
よって出向予定者は早く内示を受け，心身と
業務上の準備を整えることが出来るであろう。
2）帰任後の不適応
帰任後に「日本のやり方になじめない」と
感じる出向者はきわめて多い。ヒヤリングで
収集した意見を挙げてみる。「インドでは意
思決定者であったので，円滑に業務が回って
いたように思ったが，日本ではいくつもの部
署に書類を回して承認をとる必要があり，強
く違和感を覚える」（ベテランのインド出向
経験者）。「（国内の）営業は細分化が進んで，
一つの仕事でも上司の決裁をとったり手続き
が煩瑣，インドでは自由だったし，権限が与
えられていたと思う。」（営業のインド出向経
験者）「（国内では）自分で決定できる範囲が
狭く，上司に決済を求めねばならない。裁量
範囲の狭さは痛切に感じた。」（タイ出向経験
者：産政研調査2014，p155）
以上のように，とりわけ意思決定プロセス
について，海外拠点と日本本社でのギャップ
の大きさを指摘する声は多い。一概にどちら
がよいとはいえないが，グローバル化の時代
に円滑でスピーディな意思決定が求められる
のは当然であろう。本社における意思決定の
遅れが海外拠点における出向者の評価を低く
しているという指摘もいくつかあった。その
点で日本本社の業務遂行・とりわけ意思決定
のあり方に抜本的な改善が求められていると
いわざるを得ない。
3）「グローバル･キャリア」を考える
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帰任後に海外勤務の経験が生かせない職場
･仕事に配属されたことに対する不満も決し
て少なくない。とりわけ海外勤務がキャリア
として位置づけられていないのではないかと
いう疑念は重要である。例えば，アメリカ出
向経験者の次の発言，「日本に帰ってくると
英語を使う環境が少なく，海外勤務での経験
をアドバンテージとして使いづらい。逆に日
本の状況，情報を知らず，マイナス面がかな
り大きいと感じる。」指摘されているような
「海外勤務経験をアドバンテージとして使え
ない」という帰任後の状況は，企業にとって
も大きな損失というべきではないだろうか。
これを今少し広げて考えるならば，「グロー
バル･キャリア」という考えに至るのは自然
であろう。海外出向経験者の間には次のよう
な考えに賛意を表する人が少なからず存在す
ると思われる。「海外勤務ではマネジメント
を学ぶことができて大いに満足だったが，帰
国後は実務家に戻った。そのギャップで現状
の日本の仕事に満足していない。海外勤務だ
けでなく，その後の日本での仕事を含めて
「グローバル人材」育成を考えていただける
とありがたい。」（英国出向経験者，産政研調
査2014，p279）
おそらく「グローバル人材」育成の焦点は
今後，海外拠点における経営トップ層の育成
が中心となって行くであろう。海外拠点の操
業が長期化し現地スタッフの育成が進むと共
に，日常業務管理は現地ミドル･マネジメン
ト層に委ねていくのが望ましいし，またそう
なるであろう。そのことは本稿で紹介した海
外出向経験者の発言や，白木らの現地スタッ
フによる日本人上司の評価にも現れていた。
もちろん，日本本社に蓄積された新技術･技
能やノウハウは，必要があれば海外拠点に移
転されなければならないが，これも現地人材
の育成が進むと共に，彼らの日本研修や日本
本社からの出張･応援ベースでかなりの部分
は対応できよう。そうなれば経営トップ層の
育成こそ残された最大の課題となる。
経営トップ育成は短期間では無理だとい
うのが海外出向経験者の一致した判断であ
る。4-1で触れたように，若いときに海外出
向を経験し，その中で高い専門能力を生かし
て海外拠点で改善能力の育成などに取り組む
とともに，異文化適応・コミュニケーション
能力を向上させる。そうしたミッションに十
分な成果を上げ，かつ本人も今後の海外勤務
に意欲があるのであれば，帰任後も例えば海
外業務のサポートあるいは海外企業との取引
など，可能な限りグローバルな業務活動に従
事させるようにキャリアを組む。さらには出
張や応援を通して絶えず海外拠点との接触を
保つことで，海外勤務で培った語学や異文化
適応能力を維持するだけでなく，人脈の維持
･拡大もある程度は可能になる。このような
業務経験を通じて海外事業展開の課題なども
明らかになろう。できるかぎりこうした海外
業務を遂行しながら，ある程度予測できる将
来の 2回目 3回目の経営管理者としての海外
出向に備えて，時間をかけて必要な能力の習
得に努めることができる。このように海外拠
点勤務で必要になる知識やノウハウを，ある
程度計画的に仕事を通じて習得できるキャリ
ア･パスの設定が，企業活動のグローバル化
を円滑に進める上できわめて重要な課題と
なってきているように思われる（産政研調査
2014，p154）。
5-5　「職場力」を衰えさせないために
海外出向者を出すとその職場ではマイナス
の影響がプラスをかなり大きく上回るように
思われる。マイナスの影響とは「仕事の負荷
の増大」「職場のアウトプットの低下」さら
に「職場のグローバル人材育成が困難」であ
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る。とくに中堅･中小企業ではマイナスの影
響がプラスの影響を大幅に上回っている。そ
の背景として海外赴任者の欠員分が補充され
ず効率化で対応を求められたり，補充があっ
ても若手や非正規従業員で充当されるケース
が非常に多く，結局職場全体で赴任者の穴を埋
めざるを得ない状況が広く見られるのである。
海外派遣要員を出すと職場の負荷が増大
し，その結果職場で長年にわたり培われてき
た「職場力」が次第に衰えていくという現状
は，グローバル人材育成に負の影響をもたら
すであろう。グローバル人材育成はおろか，
一般的な人材育成を行う余力が職場から次第
に失われるという事態すら現実化しつつあ
る。グローバル人材育成に取り組んでいる職
場は「ある程度」を含め4分の一に満たない。
実際，産政研アンケート調査結果によれば，
グローバル人材育成のための取り組みが行わ
れているといいうるのは大企業だけで，中堅
･中企業いずれもグローバル人材育成対応施
策のトップは「とくに取り組みなし」である。
（産政研調査2014，p97）改めていうならば，
グローバル人材育成の土台は「職場力」の涵
養にこそある。
むすびにかえて
とくに製造業の日系企業の海外事業展開は
いま大きな転換の中にある。アジアとりわけ
中国やアセアン 4では，経済成長を背景に中
間層が経営の担い手として台頭し，操業期間
の長い日系企業ではすでに日常業務は現地ス
タッフだけで遂行できるところが増加して
きた。こうした変化の中で「グローバル人
材」に求められるものは，決して日本のやり
方を一方向的に押しつけることではなく，現
地人スタッフとコミュニケーションを取りな
がら，日本発の製品・製造技術や経営方式を
現地環境に適応させることができる能力であ
り，域内に展開する生産拠点やサプライヤー
のネットワークを管理･進化させる能力であ
る。しかし，実際には異文化コミュニケーショ
ンの面で，あるいは経営管理経験の乏しさか
ら現地の経営環境の変化に必ずしも対応でき
ない人材が送り込まれて摩擦を引き起こした
りしている。その背景には求められるグロー
バル人材の能力育成が思うように進んでいな
いことに加えて，何よりも業務システムのグ
ローバル化が進まない日本本社の不適応があ
る。その速やかな改善こそ「グローバル人材」
育成の緊急の課題といえよう。
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